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１．持続可能な地域づくりＥＣＯプラン－西宮市地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区

域施策編）－の概要 

 

（１）計画の目的 

西宮市の市民・事業者・行政が協働し、地域が一体となって取組みを進め、温室効果ガス

の排出を抑制し、低炭素社会を実現することを目的としています。 

 

（２）対象となる温室効果ガス及び部門 

計画において削減対象とする温室効果ガスの種類は、表１のとおりです。 

また、計画の対象となる部門は表２のとおりです。 

 

表１ 対象とする温室効果ガスの種類 

二酸化炭素（ＣＯ２） 燃料の燃焼（エネルギー消費）などから発生し、全温室効果

ガスのほとんどを占めます。計画では、エネルギー消費、一

般廃棄物の焼却に伴い発生するものを対象とします。 

そ
の
他
ガ
ス 

メタン（ＣＨ４） 稲作や家畜の腸内発酵など農業部門などからも発生します

が、計画では、自動車の走行、廃棄物の焼却、排水処理に伴

い発生するものを対象とします。 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 燃料の燃焼や肥料の堆肥などから排出されます。計画では、

自動車の走行、廃棄物の焼却、排水処理、肥料の使用に伴い

発生するものを対象とします。 

ハイドロフルオロカーボ

ン（ＨＦＣｓ） 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや断熱発泡剤などに

使用されます。計画では、冷蔵庫、エアコン、カーエアコン

の使用時の漏洩に伴い排出するものを対象とします。 

※温室効果ガス排出量は、二酸化炭素（ＣＯ２）排出量に換算して表記します。 

 

表２ 温室効果ガス排出量を推計する部門 

部 門 対  象 

産業部門 農林水産業、鉱業、建設業、製造業（第１次、第２次産業） 

民生家庭部門 戸建住宅、集合住宅（一般家庭） 

民生業務部門 事務所ビル、店舗、病院、宿泊施設、公共施設など（第３次産業） 

運輸部門 自動車、鉄道、船舶（交通機関） 

廃棄物部門 廃棄物の処理 

 

（３）計画の基準年度、対象期間及び対象範囲 

  基準年度: 1990 年度 

対象期間：2010 年度～2020 年度 

  対象範囲：西宮市全域 

 

（４）計画の削減目標 

中期目標：2020 年度に基準年度比で 10％削減 

  長期目標：2050 年度に基準年度比で 70％削減 
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（５）計画の見直し 

計画期間内において想定されていない地球温暖化対策における社会的な状況や技術革新

などの変化が生じた場合には、適宜計画の見直しを検討します。また、国の中期目標である

25％削減の具体的な内容が明らかにされた場合には、計画の削減目標及び施策の内容等の見

直しを検討します。 

 

（６）計画の根拠法令等 

① 1995 年 6 月 13 日閣議決定「国の事業者・消費者としての環境保全に向けた取組の率

先実行のための行動計画について」 

② 「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条の 3 で規定する「地方公共団体実行

計画（区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策

に関する事項を含む）」 
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２．2017 年度の温室効果ガス排出量の状況 

 

（１）温室効果ガスの総排出量に係る状況 

西宮市域から排出された 2017 年度の温室効果ガスの総排出量は 1,685,047ｔ－CO２となっ

ており、省エネの取り組みや、電力排出係数の減少などにより、基準年度（1990 年度）から

3.2％減少しています。 

算定の対象としている温室効果ガスのうち、二酸化炭素の排出量が 98.2％を占めており、

二酸化炭素の排出量の変動によって、排出量全体が大きく影響を受けることになります。 

なお、2017 年度に国内で排出された温室効果ガスの総排出量は 1,292,000,000ｔ－CO２、

兵庫県においては 68,605,000ｔ－CO２となっています。 

 

表３ 温室効果ガスの種類別排出量の推移                  （単位：ｔ－CO２） 

基準年度

平成2年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

1990年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

1,711,366 1,895,816 1,924,145 1,875,207 1,747,278 1,815,021 1,655,260 △ 8.8% △ 3.3%

メタン 5,309 625 566 429 382 368 382 3.8% △ 92.8%

一酸化二窒素 14,977 5,994 6,134 5,515 5,384 5,178 5,265 1.7% △ 64.8%

ＨＦＣｓ 8,823 21,660 22,133 23,096 23,356 24,164 24,138 △ 0.1% 173.6%

1,740,475 1,924,095 1,952,978 1,904,248 1,776,400 1,844,731 1,685,047 △ 8.7% △ 3.2%

4.08 3.97 4.02 3.91 3.64 3.77 3.45 - -

426,909 484,702 486,071 487,409 487,850 488,874 488,399 - -

0.353 0.514 0.522 0.531 0.509 0.509 0.435 - -

増減率

電力排出係数

（kg-CO2/kWh）

二酸化炭素

そ

の

他

ガ

ス

合　計

市民一人当たり排出量

西宮市人口（人）

前年度比 基準年度比

 

 

 

図１ 温室効果ガスの種類別排出量の推移 

 



 5

（２）温室効果ガスの部門別排出量の推移 

部門別の排出量の増減を基準年度（1990 年度）比で見ると、産業部門は 456,239t-CO２の

減少となっており、62.9％減少していますが、民生部門では、327,765 t-CO２（52.8％）の

増加となっています。また、廃棄物部門では、19,434 t-CO２（49.1％）の増加となっていま

す。 

 

 

表４ 温室効果ガス排出量の部門別推計結果                         （単位：ｔ－CO２） 

基準年度

平成2年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

1990年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

1,740,475 1,924,095 1,952,978 1,904,248 1,776,400 1,844,731 1,685,047 △ 8.7% △ 3.2%

725,288 340,994 359,473 333,144 280,586 288,461 269,049 △ 6.7% △ 62.9%

農林水産業 2,049 1,618 1,337 720 968 848 796 △ 6.2% △ 61.2%

建設業・鉱業 51,632 26,271 23,254 23,254 18,283 17,062 16,705 △ 2.1% △ 67.6%

製造業 671,607 313,105 334,882 309,170 261,335 270,550 251,549 △ 7.0% △ 62.5%

620,759 1,112,632 1,119,649 1,098,556 1,031,731 1,080,446 948,524 △ 12.2% 52.8%

家　庭 356,618 697,038 689,764 671,763 621,800 661,535 575,326 △ 13.0% 61.3%

業　務 264,141 415,593 429,884 426,793 409,930 418,911 373,198 △ 10.9% 41.3%

325,722 364,065 380,157 384,852 383,609 384,604 378,657 △ 1.5% 16.3%

自動車 274,125 328,707 344,651 348,650 348,984 350,024 348,966 △ 0.3% 27.3%

鉄　道 22,589 34,836 34,968 35,700 34,034 33,762 28,928 △ 14.3% 28.1%

船　舶 29,008 522 538 502 591 818 764 △ 6.7% △ 97.4%

39,596 78,125 64,868 58,656 51,352 61,511 59,030 △ 4.0% 49.1%

29,109 28,279 28,833 29,041 29,122 29,710 29,786 0.3% 2.3%

－ 10.5% 12.2% 9.4% 2.1% 6.0% △ 3.2% － －

その他ガス

平成2年度比

運　輸

廃棄物

産　業

民　生

増減率

合　計

前年度比 基準年度比

 
 

 

 

図２ 温室効果ガスの部門別排出量の推移 

 

（t－CO２） 
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① 産業部門 

ア．農林水産業 

2017 年度の温室効果ガス排出量は 796ｔ－CO２と推計され、総排出量に占める割合は

0.1％未満です。基準年度である 1990 年度と比較すると、61.2％減少しています。 

その要因としては、指標となる農業産出額が基準年度と比べて 19 億円から 6.4 億円と

66.3％減少していることが挙げられます。 

 

イ．建設業・鉱業 

2017 年度の温室効果ガス排出量は 16,705ｔ－CO２と推計され、総排出量に占める割合は

1.0％です。基準年度である 1990 年度と比較すると、67.6％減少しています。 

指標となる直近の建設業・鉱業従業者数は、基準年度の 8,465 人から 5,402 人と 36.2％

減少しています。 

 

ウ．製造業 

2017 年度の温室効果ガス排出量は 251,549ｔ－CO２と推計され、総排出量の 14.9％を占

めています。基準年度である 1990 年度と比較すると、62.5％減少しています。 

指標となる製造品出荷額をみると、近年微増傾向にあったものの、2008 年度からは減少

しており、基準年度の 6,603億円から 2017年度には 2,894 億円と 56.2％減少しています。 

 

② 民生部門 

ア．家 庭 

2017 年度の温室効果ガス排出量は 575,326ｔ－CO２と推計され、総排出量の 34.1％を占

めています。基準年度である 1990 年度と比較すると、61.3％の増加となっています。 

指標となるエネルギー消費量を見ると、基準年度の 4,874ＴＪから 2017 年度には 6,494

ＴＪと 33.2％増加しています。電化製品の種類の増加、世帯数の増加、電化製品の保有台

数の増加、電化製品の大型化などが、温室効果ガスが増加した要因と推測されます。 

 

イ．業 務 

2017 年度の温室効果ガス排出量は 373,198ｔ－CO２と推計され、総排出量の 22.1％を占

めています。基準年度である 1990 年度と比較すると、41.3％の増加となっています。 

指標となる業務部門の建物延床面積を見ると、基準年度の 2,432,298 ㎡から 2017 年度

には 3,592,025 ㎡と 47.7％増加しています。 

 

③ 運輸部門 

2017 年度の温室効果ガス排出量は 378,657ｔ－CO２と推計され、総排出量の 22.5％を占め

ています。基準年度である 1990 年度と比較すると、16.3％増加しています。 

指標となる 1,000 人あたりの自動車保有台数は、基準年度の 225 台／1000 人から 2017 年

度には 300 台／1000 人となっています。1997 年度をピークに一旦減少傾向にありましたが、

近年は微増しています。これは、乗用車、特に軽自動車の増加によるものを推測されます。 

 

④ 廃棄物部門 

2017 年度の温室効果ガス排出量は 59,030ｔ－CO２と推計され、総排出量に占める割合は

3.5％です。基準年度である 1990 年度と比較すると、49.1％増加しています。 

その要因としては、一般廃棄物の焼却量は減少傾向にあるものの、プラスチック類（ビニ

ール・合成樹脂・ゴム・皮革類）の含有率が増加していることが影響していると考えられま

す。 
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⑤ その他 

二酸化炭素を除くその他の温室効果ガスとしては、自動車の走行や一般廃棄物の焼却、排

水処理などに伴い排出されるメタン（ＣＨ４）及び一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）、冷蔵庫やエアコ

ンから排出されるハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣｓ）があり、2017 年度のその他の温室

効果ガス排出量は 29,786ｔ－CO２と推計され、総排出量に占める割合は 1.8％です。基準年

度である 1990 年度の排出量は 29,109t-CO2となっており、推移をみると、やや増加傾向にあ

ります。 

 

 


